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原 著

中山間地域における成人の世代内・世代間交流と精神的健康状態との
関連：若年層に焦点を当てた分析
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目的　中山間地域の成人， とくに若年層（20～49歳）における世代内・世代間交流の状況と， 精

神的健康状態との関連について明らかにすることを目的とした。

方法　2023年 9 月に長瀞町在住の20～74歳までの住民のうち， 980人を対象に質問紙調査を実施し

た。精神的健康状態は， 日本語版 WHO-5 尺度を用い， 合計点が13点未満， またはいずれかの

設問に対して 1 点以下の回答をした場合を精神的健康不良と判定した。世代は， 若年層を

20～49歳， 中高年層を50～74歳とした。家族や親戚， 仕事関係を除く同世代との交流を「世

代内交流」， 異世代との交流を「世代間交流」とした。世代内・世代間交流のパターンは，「両

世代交流なし」「世代内交流のみ」「世代間交流のみ」「両世代交流あり」の 4 群とした。説明

変数を世代内・世代間交流の有無および世代内・世代間交流のパターン， 目的変数を精神的

健康状態とし， 調整変数は， 性， 年齢， 最終学歴， 子どもとの同居， 主観的経済状況， 地域

活動の有無， 就労， 健康度自己評価とした多重ロジスティック回帰分析を行った。

結果　有効回答者302人（30.8%）のうち， 精神的健康良好な人の割合は135人（44.7%)， 若年層で

は75人（41.9%)であった。若年層の「世代内交流あり」は133人（74.3%），「世代間交流あり」

は140人（78.2%）であった。世代内 ･ 世代間交流と精神的健康状態との関連については， 若

年層の「世代内交流あり」は「世代内交流なし」と比較して， 精神的健康良好であった。しか

し「世代間交流あり」は「世代間交流なし」と比較して精神的健康良好と関連がみられなかっ

た。世代内 ･ 世代間交流の組み合わせと精神的健康状態の結果では，「世代内交流のみ」と比

較して若年層は「交流なし」「世代間交流のみ」について， 精神的健康良好と負の関連があっ

た。「両世代交流あり」は， 精神的健康良好と関連がみられなかった。

結論　中山間地域の若年層において， 世代内交流は良好な精神的健康と関連していたが， 世代間

交流は関連がなかった。また， 交流がない， 世代間交流のみの場合は， 精神的健康良好と負

の関連があった。世代内交流が中山間地域の若年層にとって精神的健康状態の向上に寄与す

る可能性が示唆された。
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Ⅰ 緒 言

日本は若年世代の人口減少と， 単身世帯の増加や

世帯構成人数の縮小に伴い， 地域におけるつながり

は弱まりつつある1）。地域におけるつながりにおい

て， ソーシャルサポート・ネットワークは抑うつと

の保護的な関連が示唆されており1）， 地域のつなが

りの弱体化が精神的健康に与える影響が懸念され

る。

希薄になった地域のつながりを取り戻すための手

段として多世代との交流は有効である2，3）。多世代

との交流は， 交流する年代によって， 世代内交流ま

たは世代間交流に分類される。世代内交流は， 同世

代の人と交流すること， 世代間交流とは， 若者と高

齢者， 子どもと高齢者など， 異なる世代が関わる交

流のことである。世代内交流と精神的健康との関連

は， 年齢や社会背景が近いため， 自身が抱えている
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問題や感情をより深く理解し共感してもらうこと

で， 孤独感， ストレス， 自殺念慮の軽減や主観的幸

福感の高まりにつながる可能性が示唆されてい

る4～6）。

世代間交流については， 高齢者への心理社会的効

果が多く検証されている7）。日米の高齢者と子ど

も・若者の世代間交流に関するレビューでは， 若者

世代と高齢者の相互理解， 世代継承性の増加， 身

体・心理的 well-being の向上， 生きがい作り， 関係

の広がりにつながることが示されている8）。高齢者

による小学校での本の読み聞かせボランティア介入

研究では， 高齢者のソーシャルサポート・ネット

ワークや健康度自己評価の改善9）， 保護者， 子ど

も， 高齢者の 3 世代の信頼関係構築によるソーシャ

ルサポート・ネットワークの醸成10）が示されてい

る。これらの知見から， 世代内・世代間交流はソー

シャルサポート・ネットワークを高めることで精神

的健康の維持・向上に寄与することが示唆される。

また， 都市部における若年層と高年層の世代内・世

代間交流と精神的健康についての先行研究は， いず

れの世代においても交流実施者は非実施者より精神

的健康良好であり， とくに世代内交流のみの場合よ

りも両世代交流ありは， より精神的健康良好と関連

していることが示唆されている11）。

一方で， 中山間地域における世代内・世代間交流

と精神的健康との関連は， 都市部とは異なる可能性

がある。中山間地域とは， 農林統計に基づく農業地

域類型区分のうち中間農業地域および， 山間農業地

域を合わせた地域を指す12）。先行研究では， 信頼度

の高い地域に居住している他者への信頼感が高い人

は， 健康状態を良いと答える傾向がみられるが， 他

者への信頼感が低い人では逆の傾向がある。地域や

周辺の人々との信頼関係が薄い人にとっては， 信頼

度の高い地域での新たなつながりの促進が， 精神的

健康に悪影響を及ぼす可能性もある13）。中山間地域

は， 地形的に山地・丘陵地が広がり平坦地が限られ

るとともに， 小規模な農地が点在するという地理的

要因から12）， 地域住民で協力し課題に立ち向かう生

活様式を特徴とし， 祭事や地縁活動などで深い交流

が生まれやすい14）。また， 人口減少や少子高齢化に

より， 若年層は人数が少なく地域活動の担い手とし

て負担が集中しがちである。そのため， 凝集性の高

いコミュニティでの交流が精神的な負担感につなが

ることも懸念される14）。このような背景から， 中山

間地域における世代内・世代間交流と精神的健康と

の関連は都市部と異なり， 世代間でも差異が生じる

ことが考えられる。中山間地域において， 若年層と

高年層の世代間交流や精神的健康への影響を検討し

た研究は我々の知る限り存在しない。そこで本研究

は， 中山間地域における若年層の世代内・世代間交

流と精神的健康状態との関連を明らかにすることを

目的とした。

Ⅱ 研 究 方 法

1. 研究デザインと対象地域
本研究は， 埼玉県秩父郡長瀞町（2023年 8 月時

点：人口6,499人， 高齢化率39.9%， 世帯数2,894世
帯）が健康日本21（第二次）の評価を目的として実

施した「町民と作る健康長寿プロジェクトアンケー

ト調査」の一部の結果を用いた横断研究である。

長瀞町は， 埼玉県北部に位置し， 町全体が中山間

地域に指定されている県内唯一の自治体である15）。

利根川流域の岩畳など自然豊かな環境を有する県内

屈指の観光地であり， 観光客は年間300万人を超え

る16）。町民の特徴としては， 女性の就業率が県内で

最も高く， 20～40歳代女性では， 約 8 割が就業して

いる。子どもを持つ母親の就業率も高く， 就学前の

子どもがいる場合でも， 7 割を超えている17）。産業

別就業者割合は第 1 次産業， 第 2 次産業が低下

し， 第 3 次産業が上昇している。町内での就業者数

および就業率は減少傾向にあり， 勤務地は， 近隣の

市街地が多く， 通勤に時間を要する住民が多い18）。 
2. 調査対象者
2023年 9 月 1 日時点で長瀞町に在住する20～74

歳の4,260人（若年層20～49歳：1,663人， 中高年層

50～74歳：2,597人）のうち， ①中学生以下の子ど

ものいる全327世帯の子どもの親 1 人， ②中学生以

下の子どもがいない20～74歳の住民を年齢 5 歳刻

みで層化無作為抽出した653人， 合計980人を調査

対象者とした。この方法は， 年代による回収数のバ

ランスを確保するために， 長瀞町がこれまでの調査

で用いてきた手法である。回収は一括して行うた

め， 回収票から配布方法別に回収数を区別すること

はできない。なお， 研究への同意が得られなかった

者， および解析に必要な項目に欠損があった者は解

析から除外した。

3. 調査方法
調査は2023年 9 月初旬に郵送法で行った。対象者

に自記式質問紙調査票を郵送し， 回答後は同封した

返信用封筒により返送するよう依頼した。返送期限

は2023年 9 月29日とした。また， 回答率向上のた

め， 9 月の広報誌に協力依頼の記事を掲載したほ

か， 郵送による回収に加えて， 長瀞町役場および多

世代ふれ愛ベース長瀞（2017年に開設された地域子

育て支援拠点施設）で質問紙調査票を直接提出でき

る場所を設置した。
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4. 調査項目
1) 精神的健康状態

精神的健康状態は， WHO-5  Well-being Index 日

本語版19）を用いて評価した。本尺度は 5 項目からな

る簡潔かつ非侵襲的な質問票であり， 先行研究によ

り， 臨床的妥当性が高いこと， 治療の望ましい効果

と望ましくない効果のバランスを評価できるアウト

カム指標であること， うつ病のスクリーニングツー

ルとして感度が高く特異的であること， 研究分野を

横断して適用可能性が高いことが示されている20）。

質問項目は， 最近 2 週間の状況について以下の 5 つ

で構成されている。「①明るく， 楽しい気分で過ご

した」「②落ち着いたリラックスした気分で過ごし

た」「③意欲的で活動的に過ごした」「④ぐっすりと

休め， 気持ちよく目覚めた」「⑤日常生活の中に，

興味のあることがたくさんあった」の各設問に対

し，「いつも（5 点）」「ほとんどいつも（4 点）」「半

分以上の期間を（3 点）」「半分以下の期間を（2
点）」「ほんのたまに（1 点）」「まったくない（0
点）」の 6 段階で回答を求めた。精神的健康不良の

判定は， 先行研究を参考に， 重篤な抑うつ状態に至

る前段階の精神的健康の低下を早期に捉えることを

目的として行った。具体的には， 5 項目の合計得点

が13点未満の場合， または， いずれかの設問に対し

て「ほんのたまに」もしくは「まったくない」と回

答した場合のいずれか， もしくは両方に該当した場

合を精神的健康不良と判定し， それ以外を精神的健

康良好とした11,19）。

2) 世代内・世代間交流

本研究では先行研究を参考に， 若年層を20～49
歳， 中高年層を50～74歳の 2 群に分類し， 世代内・

世代間交流の設問は以下とした。「あなたは近所の

人や友人， 知人（ご家族や親戚， 仕事関係は除く）

で各年代層の方と会話（あいさつも含む）をする機

会がありますか」。回答は「よくある」「時々ある」

「あまりない」「全くない」の 4 択とした。

世代内交流ありは， 若年層の回答者が若年層との

交流について「よくある」または「時々ある」と回

答した場合と， 中高年層の回答者が中高年層との交

流について「よくある」または「時々ある」と回答

した場合とした。世代間交流ありは， 若年層の回答

者が中高年層と， または中高年層の回答者が若年層

（20～49歳）との交流について，「よくある」または

「時々ある」と回答した場合とした。いずれの場合

も「あまりない」「全くない」を選択した場合は

「交流なし」とした。さらに， 世代内・世代間交流

の組み合わせに基づき， 交流パターンとして「両世

代交流なし」「世代内交流のみ」「世代間交流のみ」

「両世代交流あり」の 4 群に分類した。

3) その他の項目

その他の項目には， 性別（男/女）， 年齢， 子ども

との同居状況（単身・夫婦のみ世帯・親同居の 2 世

代/子と同居・子や親と同居の三世代）， 就労状況

（常勤の仕事・パートやアルバイト等の仕事/仕事を

していない）， 主観的経済状況（5 件法で測定し，

「ゆとりがある」「ややゆとりがある」「普通」を経

済的にゆとりがある，「やや苦しい」「苦しい」を苦

しいとして 2 値化）， 最終学歴（小・中学校・高等

学校/専門学校・短大・大学・その他）， 健康度自己

評価（4 件法で測定し，「よい」「まあよい」を良

い，「あまりよくない」「よくない」を良くないとし

て 2 値化）， 地域での活動状況（活動している/活動

していない）を用いた。

5. 分析方法
対象者を全体（20～74歳）， および若年層（20～

49歳）と中高年層（50～74歳）に分けたうえで， 目

的変数を精神的健康状態， 説明変数を世代内および

世代間交流の有無とし， 前述のその他の項目を調整

変数とした多重ロジスティック回帰分析を行った。

さらに， 説明変数を世代内・世代間交流の組み合わ

せに基づいた交流パターンとした解析も実施した。

感度分析として， 交流パターンについて「よくあ

る」のみを「交流あり」とみなした解析を行った。

解析には IBM SPSS Statistics 27を使用し， 有意水準

は両側 5%未満とした。

6. 倫理的配慮
配布した自記式質問紙には， 依頼文を同封し， 回

答は任意であること， 個人を識別する項目を含まな

いこと， 無記名であるため回答後は参加同意の変更

ができないこと， 収集した情報は研究および町の施

策策定の目的以外には使用しないことを明記した。

なお， 本研究は， 2023年 7 月24日に帝京大学医学系

研究倫理委員会の承認（帝倫23–051号）を得て実

施した。

Ⅲ 研 究 結 果

1. 対象者の特性
本研究の対象者は， 質問紙980件を配布し， 回答

が得られた331人（回収率33.7%）から， 除外基準

に該当した29人（研究同意が得られなかった10人，

解析項目に欠損のある19人）を除外した302人（有

効回答率30.8%）であった。年齢層別の対象者の特

性を表 1 に示す。

年齢層別では， 若年層179人（59.3%）， 中高年層

123人（40.7%）であった。性別は， 全体で男性103
人（34.1%）， 女性199人（65.9%）で女性の割合は
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男性の1.93倍であった。年齢層別にみると， 若年層

では男性47人（26.3%）， 女性132人（73.7%）で女

性が2.81倍， 中高年層では男性56人（45.5%）， 女性

67人（54.5%）で女性が男性の1.20倍であった。平

均年齢は， 若年層は38.4±8.0歳， 中高年層は61.5
±7.5歳であった。

子どもと同居している者は， 方法で定義した区分

をもとに， 若年層105人（58.7%）， 中高年層51人
（41.5%）であった。

2. 世代内・世代間交流の分布
若年層では「世代内交流あり」が133人（74.3%），

「世代間交流あり」140人（78.2%）であった。一

方， 中高年層では「世代内交流あり」は115人
（93.5%），「世代間交流あり」が78人（63.4%）で

あった。

交流パターン別では， 若年層では「両世代交流あ

り」120 人（67.0%），「 世 代 間 交 流 の み」20 人

（11.2%），「世代内交流のみ」13人（7.3%），「両世

代交流なし」26人（14.5%）， 中高年層では「両世代

交流あり」77人（62.6%），「世代間交流のみ」1人
（0.8%），「世代内交流のみ」37人（30.1%），「両世

代交流なし」8人（6.5%）であった。

3. 精神的健康状態との関連
交流パターン別では，「世代内交流あり」のう

ち， 精神的健康良好な人の割合は， 若年層では69人
（51.9%）， 中高年層では57人（49.6%）であった。

「世代間交流あり」のうち， 精神的健康良好な人の

割合は， 若年層で66人（47.1%）， 中高年層で40人
（51.3%）であった。

各年代における世代内交流および世代間交流と精

神的健康状態との関連を表 2 に示した。なお， 表 2
には調整済みのオッズ比および95% 信頼区間のみ

を記載している。若年層では， 世代内交流ありは世

代内交流なしと比較して， 精神的健康が良好である

オッズが， 粗オッズ比＝7.19（95%CI：2.86–18.0）
であった。この関連は， 共変量を調整後も維持さ

れ， OR＝6.72（95%CI：2.25–20.06）と有意に高

かった。一方， 世代間交流ありについては， 粗オッ

ズ比＝2.97（95%CI：0.86–10.3）であったが， 共変

量を調整後は有意な関連は認められなかった（OR
＝1.01， 95%CI：0.34–2.98）。
中高年層では， 世代内交流ありの粗オッズ比＝

0.37（95%CI：0.08–1.66）， 世代間交流ありの粗オッ

ズ比＝1.32（95%CI：0.60–2.90）であり， いずれも

精神的健康良好との明確な関連は認められなかっ

た。共変量を調整後も， 世代内交流あり（OR＝

1.68， 95%CI：0.29–9.60）， 世代間交流あり（OR＝

1.37， 95%CI：0.57–3.29）ともに有意差を示さな

かった。

交流パターンと精神的健康状態の結果を表 3 に示

した。若年層は， ｢ 世代間交流のみ ｣（OR＝0.15， 
95%CI: 0.02–0.93）および ｢ 両世代交流なし ｣（OR
＝0.12， 95%CI: 0.02–0.74）は精神的健康状態良好

の OR が有意に低かったが， ｢ 両世代交流あり ｣

表 1 年齢層別の対象者特性および精神的健康状態

若年層

20–49歳
（n = 179）

中高年層

50–74歳
（n = 123）

合計
精神的

健康良好
合計

精神的

健康良好

n n % n n %
世代内交流

　あり 133 69 51.9 115 57 49.6
　なし 46 6 13.0 8 3 37.5
世代間交流

　あり 140 66 47.1 78 40 51.3
　なし 39 9 23.1 45 20 44.4
世代内・世代間交流

　両世代交流あり 120 63 52.5 77 40 51.9
　世代間交流のみ 20 3 15.0 1 0 0.0
　世代内交流のみ 13 6 46.2 37 17 45.9
　両世代交流なし 26 3 11.5 8 3 37.5
性別

　女性 132 57 43.2 67 30 44.8
　男性 47 18 38.3 56 30 53.6
家族構成

　子ども同居あり 105 48 45.7 51 22 43.1
　子ども同居なし 74 27 36.5 72 38 52.8
仕事の有無

　仕事あり 158 67 42.4 81 42 51.9
　仕事なし 21 8 38.1 42 18 42.9
主観的経済状況

　ゆとりがある 111 58 52.3 76 44 57.9
　苦しい 68 17 25.0 47 16 34.0
最終学歴

　専門学校以上 98 43 43.9 46 24 52.2
　高等学校まで 81 32 39.5 77 36 46.8
主観的健康状態

　良い 146 72 49.3 99 55 55.6
　良くない 33 3 9.1 24 5 20.8
地域活動への参加

　活動あり 84 37 44.0 53 31 58.5
　活動なし 95 38 40.0 70 29 41.4

平均 SD 平均 SD

年齢 38.4 8.0 61.5 7.5
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（OR＝0.88， 95%CI: 0.22–3.50）は有意差がみられ

なかった。中高年層では「世代間交流のみ」の回答

者 は お ら ず， ｢ 両 世 代 交 流 な し ｣（OR＝0.61， 
95%CI: 0.11–3.48），｢ 両世代交流あり ｣（OR＝1.42， 
95%CI: 0.59–3.43）ともに有意差を認めなかった。

交流パターンについてカットオフ値を変更し解析

を行った。 4 つの選択肢のうち，「よくある」のみ

を「交流あり」とした場合， 若年層においては全交

流パターンで有意差はなかったが， 中高年層では，

「世代間交流あり」は「世代間交流なし」と比較し

て， 精神的健康良好の OR が3.70（95%CI: 1.06–
12.85）で有意に高かった。その他の交流パターン

では， 有意差は見られなかった。

Ⅳ 考 察

本研究は， 中山間地域に居住する成人， とくに若

年層における世代内・世代間交流の状況と， 精神的

健康状態との関連を検討した。その結果， 若年層に

おいて「世代内交流あり」は，「世代内交流なし」

と比較して， 精神的健康良好であった。一方，「世

代間交流あり」は「世代間交流なし」と比較して精

神的健康良好との関連は認められなかった。さら

に， 世代内・世代間交流の組み合わせ分析では， 若

年層において「世代内交流のみ」と比較して，「交

流なし」「世代間交流のみ」は精神的健康良好に負

の関連がみられ， 精神的健康良好が少ないことが示

唆された。また，「両世代交流あり」についても，

表 2 年齢層別の世代内交流ならびに世代間交流と精神的健康状態の関連

若年層20–49歳（n = 179） 中高年層50–74歳（n = 123）

OR 95%CI p 値 OR 95%CI p 値

世代内交流

　あり 6.72 2.25 20.06 ＜0.001 1.68 0.29 9.60 0.561
　なし reference reference
世代間交流

　あり 1.01 0.34 2.98 0.991 1.37 0.57 3.29 0.481
　なし reference reference
性別

　女性 1.04 0.47 2.33 0.918 0.71 0.32 1.59 0.406
　男性 reference reference
子どもとの同居

　子ども同居あり 1.26 0.60 2.64 0.544 0.55 0.24 1.26 0.155
　子ども同居なし reference reference
仕事の有無

　仕事あり 0.45 0.13 1.60 0.218 1.10 0.45 2.66 0.836
　仕事なし reference reference
主観的経済状況

　ゆとりがある 2.71 1.24 5.91 0.012 2.26 0.99 5.14 0.052
　苦しい reference reference
最終学歴

　専門学校以上 0.86 0.42 1.76 0.674 0.78 0.33 1.83 0.560
　高等学校まで reference reference
主観的健康状態

　良い 7.20 1.93 26.93 0.003 4.12 1.25 13.57 0.020
　良くない reference reference
地域活動への参加

　活動あり 0.77 0.37 1.58 0.469 1.58 0.70 3.55 0.271
　活動なし reference reference

目的変数は精神的健康状態とし，1 を良好，0 を不良とした。
世代内交流ならびに世代間交流を説明変数とし， 性別， 最終学歴， 子どもとの同居， 主観的経済状況， 地域活動への
参加， 主観的健康状態， 就労状況を調整したロジスティック回帰分析を実施した。
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精神的健康良好との関連は認められなかった。

若年層で世代内交流が精神的健康良好と関連を示

した結果は， 都市部を対象とした先行研究11）と一致

していた。世代内交流は， 同年代で生活環境やライ

フステージが近く， 価値観や経験を共有しやすいた

め， 共感や安心感が得られやすい。このような交流

は自己肯定感の向上， 社会的孤立の予防， 健康的生

活習慣の形成， 早期の問題解決につながる可能性が

ある4～6）。また， 類似概念であるピアサポートは，

自己管理能力の向上， 問題解決， 目標設定や自己効

力感の改善と関連することが報告されており21，22），

世代内交流が精神的健康に寄与している可能性が考

えられる。

一方， 世代間交流が精神的健康良好と関連を示さ

なかった点は， 都市部を対象とした先行研究とは異

なる結果となった。都市部を対象とした先行研究で

は， 世代間交流の有無や頻度は年齢層によって異な

ることが報告されているが11）， 年齢区分や対象集団

の規模が本研究とは異なるため， 単純な割合の比較

は困難である。一方で， 本研究では若年層および中

高年層のいずれにおいても世代間交流「あり」の割

合が表 1 に示した通り， 若年層で47.1%， 中高年層

で51.3% と約半数を占めており， 中山間地域におけ

る特徴の一つである可能性が示唆された。

中山間地域では， 人口減少と高齢化により集落規

模が小さく， 地域行事等を通じて住民同士が顔見知

りになりやすい特徴がある。また， 買い物や医療な

どの生活関連施設が限られているため， 自然に挨拶

や短い会話が生じやすい。しかし， 農村部は都市部

に比べて移動時間が長く， 個人の自由時間やコミュ

表 3 年齢層別の世代内， 世代間交流の組み合わせと精神的健康状態の関連

若年層20–49歳（n = 179） 中高年層50–74歳（n = 123）

OR 95%CI p 値 OR 95%CI p 値

世代内・世代間交流

　両世代交流あり 0.88 0.22 3.50 0.859 1.42 0.59 3.43 0.430
　世代間交流のみ 0.15 0.02 0.93 0.042 ―

　世代内交流のみ reference reference
　両世代交流なし 0.12 0.02 0.74 0.022 0.61 0.11 3.48 0.577
性別

　女性 1.05 0.47 2.36 0.899 0.71 0.32 1.58 0.397
　男性 reference reference
子どもとの同居

　子ども同居あり 1.26 0.60 2.64 0.543 0.54 0.24 1.25 0.151
　子ども同居なし reference reference
仕事の有無

　仕事あり 0.45 0.12 1.60 0.215 1.09 0.45 2.63 0.855
　仕事なし reference reference
主観的経済状況

　ゆとりがある 2.66 1.21 5.86 0.015 2.25 0.99 5.12 0.053
　苦しい reference reference
最終学歴

　専門学校以上 0.86 0.42 1.77 0.690 0.77 0.33 1.83 0.559
　高等学校まで reference reference
主観的健康状態

　良い 7.44 1.95 28.45 0.003 4.07 1.24 13.41 0.021
　良くない reference reference
地域活動への参加

　活動あり 0.77 0.37 1.58 0.470 1.58 0.70 3.55 0.272
　活動なし reference reference

目的変数は精神的健康状態とし，1 を良好，0 を不良とした。
世代内・世代間交流の組み合わせを説明変数とし， 性別， 最終学歴， 子どもとの同居， 主観的経済状況， 地域活動へ
の参加， 主観的健康状態， 就労状況を調整したロジスティック回帰分析を実施した。
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ニケーション時間が相対的に短いことが報告されて

いる23）。

さらに， 長瀞町は女性の就業率が県内で最も高い

一方， 町内就業者は少なく， 隣接市街地へ通勤して

いる人が多い17,18）。若年層回答者の半数以上は子ど

もと同居する育児期女性であり， この時期の精神的

健康には情緒的・道具的サポートの双方が強く影響

することが知られている24）。日常的な挨拶や短い会

話は孤立感を和らげ， 情緒的な支えになるが， 育児

に伴う疲労やストレスを軽減するための道具的サ

ポート（育児参加， 実用的な助言， 情報提供等）に

ついて不足していると， 精神的健康には十分に結び

つかない可能性がある24）。

地域交流と精神的健康との関連は， ソーシャル・

キャピタル（SC）の観点から数多く検討されてい

る。SC は個人レベルは， 認知的 SC と構造的 SC
に分けられる。中山間地域高齢者を対象とした研究

では， 構造的 SC である「地域組織への参加」が男

女とも抑うつ傾向と関連し， 女性では認知的 SC で

ある「信頼」も関連することが報告されている25）。

また， 情緒的サポートの受け渡しが「受領優位」あ

るいは「提供優位」となるなどバランスを欠いた場

合には， 地域交流自体が減少する可能性が示されて

いる26）。本研究において， 若年層では世代間交流が

精神的健康良好と関連を示さなかったことや，「世

代間交流のみ」が精神的健康良好と負の関連を示し

た結果は， こうしたサポートの受領と提供のアンバ

ランスが影響している可能性を示唆している。

中山間地域では， 都市部や平野部に比べて人口減

少や高齢化がより一層進行しており， 集落協定の構

成員の高齢化や共同活動体制の弱体化が指摘されて

いる。また， 担い手や事務担当者， リーダーの確保

が困難である27）。このような背景から， 若年層が少

ない集落では， 祭事や地域行事， 自治活動において

一人が複数の役割を担う状況が生じやすい。その結

果， 中山間地域における世代間交流は， 支援を受け

る機会というよりも， 役割や責任を担う場として経

験される可能性がある。とくに， 育児や就労を担い

時間的余裕の少ない子育て世代の若年層にとって

は， こうした役割の集中が心理的・時間的負担とな

りやすく， 結果としてサポートの「提供」が「受

領」を上回るアンバランスが生じやすい。そのた

め， 本研究において世代間交流が精神的健康良好と

関連を示さなかった背景には， 交流そのものが若年

層にとって負担として作用していた可能性が考えら

れる。

都市部高齢者を対象とした研究では， 世代間交流

において「受領」が多いと精神的健康不良と関連

し， 交流が減少することが報告されている26）。ま

た， 中国の退職者を対象とした縦断研究において

も， 過剰なサポート受領は自尊心の低下や抑うつの

増加と関連することが示されており28），「受領優位」

あるいは「提供優位」となるなどバランスを欠いた

場合には， 中高年層に限らず若年層にもあてはまる

可能性があると考える。

以上の結果は， 中山間地域における若年層の精神

的健康状態の悪化予防を考える上で， 世代間交流を

質や相互性に着目して検討する必要性を示唆してい

る。具体的には， 子育て世代を含む若年層の生活動

線やニーズに即し， 育児に関する実用的助言や見守

り等の道具的サポートを含む， 継続的な世代間交流

の機会を構築することが重要である可能性が示され

た。中山間地域では， 人口規模の小ささや居住の分

散といった地域特性を踏まえ， 特定の場所に集まる

形の交流事業だけではなく， 柔軟な支援のあり方を

検討する必要がある。たとえば， 親の帰宅が遅くな

る場合に， 保育園児から中高生までが安心して過ご

せる居場所を分散型で確保し， 見守りや夕食を提供

する支援は， 子育て世代の若年層の負担軽減と子ど

もの安心安全の双方に寄与する可能性がある。この

ような取組は， 若年層の孤立感や育児負担の軽減に

寄与し， 精神的健康の維持・向上につながる。ま

た， 支援を提供する側の高齢世代にとっても， 社会

参加や役割意識の維持を促す点において， 世代双方

の精神的身体的健康増進を目指す公衆衛生学的介入

として意義を有すると考えられる。

本研究にはいくつかの限界がある。まず， 本研究

は横断研究であり， 精神的健康良好な人ほど交流を

持ちやすいという因果の逆転の可能性を否定できな

い。次に， 回答者の特性で女性が男性の約1.9倍で

あったため， 男性の実態を十分に反映できていない

可能性がある。また， 調査対象者のサンプリングに

おいて， 中学生以下の子どもがいる全327世帯を対

象にアンケートを配布したことから， 子育て世代の

若年層の回答が相対的に多く含まれ， 結果に影響を

及ぼした可能性があることに加え， 回収率が30.8%
であったため， 母集団を代表していないことも考え

られる。さらに， 本研究は単一自治体で実施した調

査であり， 結果の一般化可能性には限界がある。他

の中山間地域に適用する際には， 地域特性の違いを

踏まえた慎重な解釈が必要である。今後は， 回収率

向上に向けた調査方法の工夫や， 他の中山間地域を

対象とした調査， ならびに縦断研究による因果関係

の検証が必要である。
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Ⅴ 結 語

本研究は， 中山間地域における成人， とくに若年

層における世代内・世代間交流の精神的健康状態と

の関連を調査した初めての研究である。若年層のみ

ならず成人全体において世代内交流は良好な精神的

健康状態に寄与する可能性が示唆されたが， 世代間

交流は関連がみられなかった。そして， 若年層にお

いては世代内および世代間の両方の交流がないこ

と， 世代間交流のみの場合は， 精神的健康良好の少

なさと関連していた。そのため， いずれの交流もな

い人， および世代間交流のみをしている人には， 世

代内交流を促すことで精神的健康の改善ができる可

能性が示唆された。

本研究において， 多大なるご協力いただきました， 埼

玉県秩父郡長瀞町健康こども課健康づくり担当の皆様，

ならびに本研究にご参加いただいた地域住民の皆様に深

く感謝を申し上げます。

本研究に関して開示すべき利益相反（COI）はありま

せん。
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Relationship between intra- and intergenerational exchanges and mental health status 
among adults living in rural mountainous areas: A focus on younger adults

Kyoko KUROSAWA*, Aki SHIBATA* and Satoru KANAMORI2*,3*

Key words :  rural mountainous areas, younger adults, intragenerational exchange, intergenerational exchange, 
mental health

Objectives　This study aimed to investigate the relationship between intra- and intergenerational exchanges and 
mental health among adults living in rural mountainous areas, with particular emphasis on younger 
adults aged 20–49 years.

Methods　A cross-sectional questionnaire survey was conducted in September 2023 among 980 residents aged 
20–74 years in Nagatoro Town, Saitama Prefecture. Mental health was evaluated using the Japanese ver-
sion of the WHO-5 Well-Being Index. A total score <13 or any item score ≤1 indicated poor mental 
health. Participants were categorized as younger adults (20–49 years) and middle-to-older adults (50–74 
years). Intragenerational exchange was defined as interaction with peers outside family, relatives, or 
workplace relationships. Intergenerational exchange referred to interaction with individuals from differ-
ent generations. Exchange patterns were classified into four groups: no exchanges, intragenerational only, 
intergenerational only, and both. The dependent variable was mental health status. Independent vari-
ables included the presence and patterns of intra- and intergenerational exchanges. Adjusted variables 
were sex, age, educational attainment, cohabitation with children, subjective economic status, participa-
tion in community activities, employment status, and self-rated health. Multivariable logistic regression 
analyses were conducted.

Results　 Among 302 valid responses (30.8% response rate), 135 participants (44.7%) had good mental health, 
including 75 younger adults (41.9%). Among younger adults, 74.3% reported intragenerational 
exchanges and 78.2% reported intergenerational exchanges. In younger adults, the presence of intragen-
erational exchange was significantly associated with better mental health compared with no intragenera-
tional exchange. In contrast, the presence of intergenerational exchange was not significantly associated 
with better mental health compared with no intergenerational exchange. Regarding exchange patterns, 
compared with intragenerational-only exchange, no exchange and intergenerational-only exchange were 
associated with poorer mental health among younger adults. Having both types of exchange was not sig-
nificantly associated with mental health.

Conclusion　 Among adults living in rural mountainous areas, intragenerational exchanges were positively asso-
ciated with good mental health among younger adults, whereas intergenerational exchanges showed no 
positive association. Absence of exchanges or intergenerational-only exchanges was negatively associated 
with mental health. These findings suggest that intragenerational exchange may contribute to better men-
tal health among younger adults in rural communities.

*  School of Health and Welfare, Department of Nursing, Saitama Prefectural University
2*  Graduate School of Public Health, Teikyo University
3*  Department of Preventive Medicine and Public Health, Tokyo Medical University


